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発生が想定される場合に適用する離脱防止継手を 1983 年に導入している． 
管路設備の建設は，1965 年から 1985 年頃にピークを迎えており，現用に供している多くの










性ゴムジョイント（M ジョイント）を 1996 年に導入し，シールドとう道では，立坑接続部を
対象に可とう性ゴムジョイント（E ジョイント）を 2002 年に導入している．  









の内訳として，補修が必要な被災が 21 件，仮補修で対応可能な軽度の被災が 32 件であった．
被災事例としては，コンクリートの継目における亀裂や剥離が多い．継目箇所に対しては，兵
庫県南部地震後の 1996 年に M ジョイントを導入しており，今回の調査点検において，M ジョ
イントにより漏水が防止された事例を確認しており，その効果を検証することができた．その



































る．既設管路が損傷した後，光ケーブルが被災するメカニズムを 4 パターンに分類する． 
パターン 1 は，比較的に軟弱な地盤での不等沈下，液状化による沈下や側方流動，盛土の流
動や崩壊などによりマンホール間の区間長が長くなる場合や，ダクト部から管路がマンホール





























により，大都市直下での大規模な地殻内地震を想定した 2 次元 FEM 地震応答解析で求めた係
数を用いて簡易判定手法を求める．さらに対策要否判定チャートの提案と過去被災事例を検証
することで，その妥当性を確認する． 
2 次元 FEM 地震応答解析の傾向分析結果から，1) 軟弱な地盤において，固有周期 TGは大き
















象とした 2 次元 FEM 地震応答解析からの知見により，動的影響係数 K，とう道の埋設深さに











個々の設備に対し，高度で高価な 2 次元 FEM 地震応答解析等を実施することは現実的でな
く，軟弱地盤や地盤急変部の影響を加味した簡易判定手法は，スクリーニングとしても実用的
と考える．ただし，この簡易判定手法は，2 次元 FEM 地震応答解析を不要とするものではなく，
複雑な地層や地形により地盤の固有周期の変化が複雑な場合や設備の重要度などから，必要に




































































































3)  2 次元 FEM 地震応答解析の結果から，a) 軟弱な地盤において，固有周期は大きくなり地盤
変位も大きくなること，b) 地盤が急変する場所において，固有周期差 ΔTG は大きくなり，
地盤の相対変位も大きくなること，c) 地盤のひずみと固有周期差に相関があること，など
を確認した．さらに，解析結果を分析し，地盤の相対変位式における諸数値として，動的影















4) 管路設備の被災率は，計測震度が 6 弱から 6 強へ大きくなるほど，また，計測震度増分が
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をいう．ネットワークの信頼性の確保とは，24 時間 365 日のネットワーク監視・制御を行うと
ともに，地震など自然災害に強い設備を作るとともに，通信ルートを複数ルート化することで信
頼性を向上させることをいう．  
 2011 年 3 月 11 日，我が国の観測史上最大となる M9.0 の東北地方太平洋沖地震が発生し，巨 




























る．とう道は，作業者が中に入ることができる口径 2 m から 5m のトンネルであり，設備量は約
650km である．中口径管路は，口径 250mm から 500mm の推進管の中に 75mm 管を 10 条から 30
条程度収容している．管路は，主に口径 75mm 管にケーブルを 1 条から 3 条収容しており，そ
の管路を多条多段に地表面下 1m から 2m に埋設している．設備量は延長約 62 万 km，区間長約




























解説 10)などに準ずることとしている．内法寸法は，ケーブル収容空間，建設・保守における作  




図 1.2 開削とう道の概要（上：軸方向，下：断面方向）9) 
 




小断面 1,650 2,100 
1 号 1,850 2,200 
2 号 2,050 2,300 
 
業スペースなど加味して決定することとし，矩形断面を標準とする．図 1.2 に開削とう道の概要 







道の概要を，表 1.2 に円形断面の内法寸法を示す．円形とう道 2 号でおよそ 120 条のケーブルを
収容することとしているが，これを超える場合は個別に断面寸法を決定する．  
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図 1.3 シールドとう道の概要（上：軸方向，下：断面方向）9) 
 
表 1.2 シールドとう道円形断面の内法寸法 
呼称 内法寸法(mm) 
小断面 2,200 
1 号 2,550 
2 号 2,950 
3 号* 3,950 
4 号* 4,400 





図 1.4 管路の構成 9) 
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表 1.3 マンホールの内法寸法 
呼称 内法寸法 
形状 号数 長さ(mm) 幅(mm) 高さ(mm) 
直線形 
3 号 2,300 1,300 1,500 
4 号 3,000 1,400 1,700 
5 号 3,200 1,400 2,100 
6 号 4,000 1,500 2,200 
7 号 5,000 1,700 2,600 
8 号 6,000 1,700 3,000 
分岐 
L 形 
3 号 2,500 1,600 1,500 
4 号 3,400 1,700 1,700 
5 号 3,600 1,700 2,100 
6 号 4,000 1,800 2,200 
7 号 6,200 2,600 2,600 
8 号 6,200 2,600 3,000 
分岐 
T 形 
3 号 2,500 1,900 1,800 
4 号 3,400 2,000 1,800 
5 号 3,600 2,000 2,300 
6 号 4,500 2,100 2,400 
分岐 
十字形 
3 号 2,500 1,900 1,800 
4 号 3,400 2,000 2,100 
5 号 3,600 2,000 2,600 




管路は，呼び径 75mm の管を多条多段に積んで地表面下 1m から 2m 程度に埋設している．管
種は，硬質ビニル管，鋼管，鋳鉄管があり，液状化の危険度や電磁誘導対策の要否など埋設環境




クトスリーブの引き抜き許容量は 190mm，差込継手の引き抜き許容量は 12mm である．区間長
100m における鋼管の場合，マンホール際にダクトスリーブが合計 2 箇所，管路長 5.5m 毎に差
込継手が設置されることから差込継手 18 個となり，区間当たりおよそ 600mm の引き抜き許容
量となる． 
















線形と分岐形（L 形，T 形，十字形）があり，規格化されている 9)．規格に適応しない場合は，








る 7),9),14)．1964 年の新潟地震から 1995 年の兵庫県南部地震までの耐震対策の変遷を図 1.7 に，兵











とう性ゴムジョイントを 1996 年に導入し，シールドとう道では，立坑接続部を対象に可とう性  



































































































 図 1.1 に示したように，とう道設備は，構築方法の違いにより開削とう道とシールドとう道の
2 種類がある．現時点の設備量は，開削とう道が約 350km，シールドとう道が約 300km である．
図 1.9 にとう道における耐震対策適用例を，図 1.10 にとう道の耐震対策を示す． 
1995 年の兵庫県南部地震時，比較的地表面近くにある開削とう道については，通信ビルや立
坑の取付部において継目部の損傷や地盤の液状化によるとう道の浮き上がり現象が発生したた












とう道の年度別建設量を図 1.12 に示す．とう道の建設は，おもに 1960 年代から始まり 1980
年代にピークを迎え，その後は減少傾向にあり，現時点での建設は少ない．開削とう道において
は，1995 年までにおよそ建設が完了しており，既設設備ほぼ全てを対象とした M ジョイントの
検討が必要となる．一方，シールドとう道においても，2000 年までにおよそ建設を完了してお
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図 1.10 とう道設備の耐震対策 
 
 
- 22 - 
 
 








現行規格に至る地下管路設備仕様の変遷を図 1.13 に示す．1985 年前後に制定された現行規格












に有効な組合せであり，およそ 1985 年以降に構築された設備に適用されたものである． 
図 1.14 に管路，マンホールの各設備の建設年度別の建設量を示す．管路設備の建設は，1965
年から 1985 年頃にピークを迎えており，現用に供している多くの設備は現行規格ではない旧規
格である．金属管に関しては，約 9 割が 1985 年以前に建設されており，図 1.13 に示した建設年
度からねじ継手ジュート巻鋼管，ねじ継手塗覆装鋼管（総称して以下，ねじ継手鋼管）が大半で
あることが分かる．1965 年から 1973 年の間は，マンホール取付部はモルタル成形のみであり，
ダクトにおける伸縮機能はなく，第一接続点に旧伸縮継手が設置されている．1974 年から 1980
年の間は，マンホール接続部に現行規格のダクトスリーブより伸縮しろの短いダクトソケットを



























図 1.13 地下管路とマンホール取付部における設備仕様の変遷 
 
表 1.4 現行規格における管種，継手の主な組み合わせ 
対象箇所 管種 継手種類 
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図 1.14 建設年度別の建設量 
 





































【管 路】 【マンホール】[万延km] [万個]
























レベル 2 地震動を想定し，地盤の相対変位を求める．虎ノ門～銀座～辰巳の 7km のルートを対
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第 2章 過去被災を踏まえた本研究における課題設定 
 
 過去被災に関する考察では，主に 2011 年に発生した東北地方太平洋沖地震における被災調査





















被災発生エリアは，神戸市三ノ宮地区であり，図 2.1 に概略の位置図を示す．21 立坑と 20 立
坑の区間長は 384m，20 立坑と 20-1 立坑の区間長は 238m，20-1 立坑と 20-2 立坑の区間長は 119m








果があったものと考えられる．写真 2.1 に 20 立坑（21 立坑向かい）接続部の被災写真を示す．
シールドとう道の天上部側に赤点線部分で示す突き出しが見られた． 
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図 2.1 概略の位置図 
 














20 21 20㎜突き出し 無
20-1 突き出しなし 有：ハンチ干渉
20-1 20 突き出しなし 有：側壁干渉
20-2 15㎜突き出し 無
20-2 20-1 10㎜突き出し 無
21 20 突き出しなし 有：ハンチ干渉
 


























災が 21 件，仮補修で対応可能な軽度の被災が 32 件であった．被災事例としては，コンクリート
の継目における亀裂や剥離が多い．継目箇所に対し，兵庫県南部地震後の 1996 年に M ジョイン




シールドとう道においても，写真 2.4 に示すように 1 件被災が確認されたが軽度な被災であっ
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①継目（左：漏水 右：剥離）                   ②補修跡の剥離 
 
   
   ③ダクト剥離         ④ポンプ停止による冠水        ⑤剥離，クラック 
写真 2.2 主な被災事例状況写真 
 
表 2.2 とう道の被害状況（単位：箇所） 
項目
種別 
点検数 被災数 軽度 ※1 要補修 ※2 
開削とう道 667 53 32 21 
シールドとう道 243 1 1 0 
山岳とう道 9 3 2 1 
計 919 57 35 22 
                                                                   ※1  少量の漏水またはひび割れ 
※2  亀裂，段差，多量の漏水 
 
 

















写真 2.3 開削とう道の被災 









写真 2.5 山岳とう道の被災（左：漏水 右：クラック） 
福島 郡山 福島 花園 
神奈川 新川崎通り 千葉 舞浜 
宮城 青葉 宮城 青葉 
宮城 新寺 宮城 青葉 




















と，などから現時点に至るまで E ジョイントの設置は遅々として進んでいないのが現状である． 
シールドとう道の縦断方向の耐震解析手法は，土木学会のシールドトンネルの耐震検討 20)に
示されているように，地層条件の変化等を考慮する場合には，通常，2 次元 FEM 地震応答解析
モデルが使用される．しかし，全国に 1,000 箇所程度あるシールドとう道立坑接続部の対策要否













一方，シールドとう道においては，対策方法として E ジョイントを導入しているが，要対策 








































































図 2.5 マンホールの主な被災現象 
 
基づき分析を行っている．分析は，被災要因毎に集計することとし，1) 津波エリアにおける被






院による 2 万 5 千分 1 浸水範囲概況図 4)に示された浸水エリアに存在する設備を対象とし，液状
化エリアにおける被災については，国土交通省関東地方整備局，公益社団法人地盤工学会による
- 38 - 
 




































- 39 - 
 
表 2.3 津波エリアにおける被災状況 














岩手 82 29 2.6 (3.1) 1.9 (2.4) 5.5 
宮城 280 35 2.5 (0.87) 5.3 (1.9) 2.7 
福島 33 3.5 0 (0) 0.61 (1.9) 1.9 
茨城 37 2.4 0 (0) 0.79 (2.1) 2.1 
計 430 70 5.0 (1.2) 8.6 (1.9) 3.1 
マンホール
(個) 
岩手 560 220 4 (0.72) 24 (4.3) 5.0 
宮城 1,800 230 10 (0.55) 31 (1.7) 2.3 
福島 190 39 0 (0) 5 (2.7) 2.7 
茨城 230 26 0 (0) 3 (1.3) 1.3 
計 2,800 510 14 (0.50) 63 (2.3) 2.8 
 
 
写真 2.6 津波による代表的な被災状況（洗掘された管路，マンホール） 
 
表 2.4 液状化エリアにおける被災状況 
対象設備 被災県 設備数 点検数 被災数 被災率(%) 
管路 
(km) 
茨城 16 4.8 1.2 7.9 
千葉 190 32 6.6 3.5 
東京 20 4 0.3 1.4 
計 230 41 8.1 3.6 
マンホール等 
(個) 
茨城 72 33 15 21 
千葉 920 360 140 15 
東京 390 250 110 28 
計 1400 640 260 19 
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(a)管路内へ土砂流入          (b)マンホールの首部ずれ      (c)マンホールのダクト部損傷 
写真 2.7 液状化による代表的な被災状況 
 
表 2.5 強震動エリアにおける被害状況 
対象設備 被災県 設備数 点検数 被災数 被災率(%) 
管路 
(km) 
岩手 310 65 3.8 1.2 
宮城 1,400 68 10 0.7 
福島 1,300 68 8.5 0.7 
茨城 2,100 77 19 0.9 
計 5,100 280 41 0.8 
マンホール 
(個) 
岩手 1,800 430 24 1.3 
宮城 8,800 490 77 0.9 
福島 7,900 900 140 1.8 
茨城 12,000 740 110 1.0 
計 30,000 2,600 360 1.2 
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表 2.6 強震動エリアにおける橋台背面での管路被害状況 
対象設備 被災県 設備数 点検数 被災数 被災率(%) 
管路 
(km) 
岩手 21 6 1.3 6.3 
宮城 70 13 4.7 6.8 
福島 62 12 3.5 5.6 
茨城 90 28 13 14 
計 240 60 22 9.2 
 
  
(a)橋台背面の沈下（正面）                        (b)同左（側面） 
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液状化エリア 0% 3.9% 
橋台背面の区間  1.0% *1 9.8% 











縮継手を設置する 8),9)．表 2.7 に 1985 年以降に構築された管路と 1985 年以前に構築された管路
の被災率を示す．なお，管路が構築された年の判断は，設備記録に記載されたデータを基に集計
を行った． 
 1985 年以降に構築された管路の被災率は，1985 年以前に構築された管路と比較し低いことが
確認できる．液状化エリア及び橋台背面など大きな地盤変状が発生する区間では，金属管及び離
脱防止継手を使用することとしているため，現行規格の耐震対策が有効に機能したことが確認で
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表 2.8 路面変状が見られない強震動エリア（震度５弱）における旧規格管路の被災率 
管種 調査数(km) 被災数(km) 被災率(%) 
弱体，老朽管路 3.3 1.2 36 
昭和 39 年以前の印籠継手鋳鉄管 5.3 0.4 7.5 
 
後の点検調査方法に反映していく必要がある．  
弱体，老朽管路や 昭和 39 年以前の印籠継手鋳鉄管など強度が不足していたり，ケーブルの撤
去，布設時に障害があったりする場合は，既設管路設備の内側に新たな樹脂管を形成する空き管
用ライニング管を実施している 3)．空き管用ライニング管は，既設管路設備が無くても自立的強
















を除く意味で強震動エリアにおける被災率に着目し検討を行った．図 2.6 に気象庁提供の 3 次メ
ッシュデータより作成した東北地方太平洋沖地震の本震における震度階分布図を示す．震度階ご
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図 2.6 震度階分布（気象庁提供 3 次メッシュデータより作成） 
 
表 2.9 震度階ごとの基盤設備被害状況 
震度階 4 未満 4 5 弱 5 強 6 弱 6 強 7 合計 
管路 
(単位：スパン) 
設備数 91 24 632 11730 32266 6798 601 52142 
被災数 0 0 0 43 124 72 5 244 
被災率(%) 0 0 0 0.4 0.4 1.1 0.8 0.5 
マンホール 
(単位：個) 
設備数 54 18 408 6676 18439 4147 417 30159 
被災数 0 0 2 45 168 122 21 358 
被災率(%) 0 0 0.5 0.7 0.9 2.9 5.0 1.2 
■：合計設備数に占める対象設備の数が 1割に満たないため参考値とする 
 
図 2.7 震度階ごとの被災率（左：管路，右：マンホール） 
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図 2.8 表層地盤のゆれやすさマップ 23) 
 


























設備数 248 3151 771 20983 16261 10484 152 92 52142
被災数 3 18 3 70 64 85 0 1 244
被災率(%) 1.2 0.6 0.4 0.3 0.4 0.8 0.0   0.5
マンホール 
(個) 
設備数 169 1814 526 12123 8509 6858 106 54 30159
被災数 15 27 13 113 66 124 0 0 358
被災率(%) 8.9 1.5 2.5 0.9 0.8 1.8 0.0   1.2
※■合計設備数に占める対象設備の数が 1割に満たないため参考値とする 
 
図 2.9 計測震度増分ごとの被災率（左：管路，右：マンホール） 
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1.65 不明 合計 
管路 
(スパン) 
設備数 7 726 0 6698 11220 3613 152 92 52142 
被災数 3 2 0 30 37 45 0 1 244 








やすさマップ 23)を図 2.8 に示す． 
さらに，被災が顕在化した岩手県，宮城県，福島県，茨城県の 4 県を合算した計測震度増分ご
との基盤設備被害状況を表 2.10，図 2.9 に示す．また，計測震度増分と被災の関係をより明確に
する目的で，震源からの距離が遠く，計測震度増分の影響がより明確に現れると考えられる茨城
県のみを対象とした計測震度増分ごとの管路被災率を表 2.11，図 2.10 に示す． 
合計設備数に占める対象設備数が少ない項目の被災率（表 2.10，表 2.11 における網掛けの値，
図 2.9，図 2.10 におけるグラフの白抜きの値）を除けば，計測震度増分の値が大きい程，すなわ
ち軟弱な地盤である程，管路設備の被災率が高くなっていることが分かる．茨城県のみでの分析
結果からは，計測震度増分-0.95 から 0.4 にかけてのデータ数は少ないものの，計測震度増分 0.8
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図 2.11 ゆれやすさマップ（兵庫県）23)と兵庫県南部地震時の主な被災エリア 
 
表 2.12 東北地方太平洋沖地震と兵庫県南部地震の被災率 
対処設備 
東北地方太平洋沖地震 兵庫県南部地震 7),8) 
被災数 被災率 被災数 被災率 
管路 (km) 12 2.0% 24  5.9% 
マンホール(個) 176 4.9% 2,650 10% 
 
















東北地方太平洋沖地震発生当時に文献 24)に示されていた速度波形を図 2.12 に，速度応答スペク 








図 2.13 速度応答スペクトル 24) 



































方法が研究され，1995 年の兵庫県南部地震，2004 年の新潟中越地震，2007 年の新潟中越沖地震，
2011 年の東北地方太平洋沖地震，2016 年の熊本地震まで最大震度階 7 クラスの地震を経験し，
既設管路の性能がおよそ判明し，光ケーブルが損傷するメカニズムについてもそのパターンが明
































表 2.13 に光ケーブルの損傷要因と既設設備への対策を示す． 
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図 2.15 パターン 1：マンホール内での引張，屈曲による被災メカニズム 
（上：区間長増大，下：管路突き出し） 
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表 2.13 光ケーブルの損傷要因と既設設備への対策 

































































































明している．図 2.19 にケーブル張力とケーブルひずみ，心線ひずみの関係を示す． 
ケーブル屈曲角と伝送損失の関係は，心線数の少ない光ファイバーほど伝送損失が発生する屈
管曲角は大きく，管路スパン長が大きくなるほど伝送損失が発生する屈曲角は小さくなることが


































      
図 2.19 ケーブル張力とケーブルひずみ，心線ひずみの関係(左：SM100，右：SM1000)15) 
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能となる．この課題についての提案を第 4 章で述べる． 
本研究において想定する地震波は，設備の供用期間中に発生する確率は低いが大きな強度をも
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判定を行うためには，本来 FEM 地震応答解析により検討を行うことが望ましい．しかし，約 1,000
箇所程度もある全ての立坑接続部に対し，FEM 地震応答解析を実施することは，解析の手間や
経済性を踏まえると現実的ではない．そこで立坑間の縦断方向の地層において，立坑間の相対変
















整する．簡易応答震度法の考え方により 2 地点の地盤条件から相対変位がどのようになるかを 
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図 3.1 地盤の固有周期，固有周期差，変位量，突き出し現象の相関イメージ 
 
 
図 3.2 簡易応答震度法の計算イメージ 
 
分析した． 
図 3.2 に計算イメージを示すとおり，地表面から基盤面までの高さ H，単位質量 ρ，せん断剛











となる．基盤面で変位が 0，地表面でせん断応力が 0 として，解くと．地表面の変位 u(H)は， 
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となり，土柱の高さ H の 2 乗に比例し，せん断弾性波速度の 2 乗に反比例することになる． 
次に高さ H1と H2の 2 本の土柱の相対変位を考える．同位相で変位する場合には相対変位 Δu
は， 





























































1 自由度系定常振動の一般式から最大応答変位 Umax と最大応答速度 Vmax の関係は式(3-7)とな
る． 
GTVU  maxmax 2
1




式(3-7)を式(3-6)に代入すると，地盤の相対変位 Δu は地表面応答速度 V と固有周期差 ΔTGの積
で式(3-8)のとおり表される． 






























3.1.2 縦断方向の地層が急変する地盤モデルにおける 2次元 FEM 地震応答解析 
 




とが想定される「虎の門～銀座～辰巳」の 7km を対象とした．解析範囲を図 3.3 に，地層構成
を図 3.4 に示す． 
 
 
図 3.3 2 次元 FEM 地震応答解析の範囲と地域メッシュコード位置 




図 3.4 地層構成（上：虎ノ門～銀座，下：銀座～辰巳） 
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表 3.1 解析に用いる各地層区分の地盤定数 
 
 
動的解析ソフトは，周波数領域で 2 次元の等価線形解析を行う FLUSH に準ずる DINAS（伊藤
忠テクノソリューションズ㈱）を用いた．なお，図 3.3 に記載した解析範囲の折れ曲がり部は，
2 次元 FEM 地震応答解析のため一方向の直線に揃えて解析を行った． 
解析に必要なボーリングデータは，主に地盤工学会が試験公開している全国電子地盤図 1) を
用いた．付録(1)に 2 次元 FEM 地震応答解析に用いたボーリングデータと地盤モデルの諸量を
示す．2 次元 FEM 地震応答解析において，要素タイプは 4 節点平面ひずみ要素(2 自由度)とし，





Vs を 100m/s，上限振動数 f を 10Hz とすると波長λは， 
 
                       (3-10) 
 
となる．したがって，高さは波長の 1/5 程度の層分割である 2m，幅については層厚の 2 倍程度
の 5m と設定している． 
平均Ｎ値 Vs (m/s) γt  (kN/㎥） Ｄ50 （ｍｍ） Ｇ D （104×kN/㎡） E Ｄ (104×kN/㎡）
Ａｃ1 2 126 14.1 0.02 2.28 6.62
Ａｃ2 1 100 14.1 0.02 1.44 4.29
Ａｃ3 2 126 14.1 0.02 2.28 6.81
Ａｃ4 8 200 14.1 0.02 5.76 17.2
Ａｃ5 15 247 16.0 0.02 9.93 29.6
Ａｓ1 5 137 18.0 0.15 3.44 9.97
Ａｓ2 11 178 18.0 0.15 5.81 17.3
Ａｓ3 22 224 18.0 0.15 9.23 27.5
Ａｓ4 39 271 18.0 0.15 13.5 40.3
平均Ｎ値 Vs (m/s) γt  (kN/㎥） Ｄ50 （ｍｍ） Ｇ D （104×kN/㎡） E Ｄ (104×kN/㎡）
Ａs1 6 149 18.0 0.15 4.06 12.1
Ａs2 30 250 18.0 0.15 11.5 34.1
Ａs3 22 222 18.0 0.15 9.09 27.1
Ａc1 3 149 14.1 0.02 3.20 9.54
Ａc2 4 153 14.1 0.02 3.37 10.0
Ａc3 12 230 14.1 0.02 7.61 22.7
（a)虎の門～銀座
（ｂ）銀座～辰巳
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表 3.1 に解析に用いる各地層区分の地盤定数を示す．地盤のせん断弾性波速度 Vs，地盤の動的
せん断弾性係数 GD，地盤の動的ポアソン比 νD，地盤の動的ヤング率 ED については，道路橋示
方書 2) に示されている式，諸数値に基づき式(3-11)から式(3-14)のとおり設定した．なお，単位
体積重量 γt，通過質量百分率の 50％時の粒径 D50 については，安田・渡部 3)が電子地盤図を用
いた東京中心部の地震時の揺れに関する検討で提案する数値を用いている． 
 
地盤のせん断弾性波速度 Vs  
  粘性土層の場合： 
Vsi=100Ni1/3 (1≦Ni≦25) 
砂質土層の場合：                               (3-11) 
Vsi=80Ni1/3 (1≦Ni≦50)     
 
  ここに， 
Ni：標準貫入試験による i 番目の地層の平均 N 値 
 
地盤の動的せん断弾性係数 GD 
   GD =( γt / g )×VSD2                                (3-12) 





地盤の動的ポアソン比 νD                                                        
地下水位以浅：0.45                                                        (3-13) 
   地下水位以深：0.49 
 
 地盤の動的ヤング率 ED 





式では，平均有効主応力 σ’mとして， G/Gmax~γ， h~γ を推定する式(3-15)，式(3-16) を提案して
いる．式中の係数を表 3.2 に示す．さらに，解析に用いた虎ノ門～銀座における G/Gmax~γ， h~γ
の関係を図 3.5 に示す． 
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(3-15)
 
   (3-16)
 
 
表 3.2 安田・山口の式における係数 
γ A1 A2 B1 B2 γ C1 C2 D1 D2 
10-4 0.827 -0.044 0.056 0.026 10-4 0.035 0.005 -0.559 -0.258
3×10-4 0.670 -0.068 0.184 0.086 10-3 0.136 0.036 -0.375 -0.173
10-3 0.387 -0.099 0.277 0.130 10-2 0.234 0.037 0 0 
3×10-3 0.189 -0.089 0.315 0.147 
10-2 0.061 -0.054 0.365 0.167 
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また，2 次元 FEM 地震応答解析は，レベル 2 地震時における地盤の水平方向の変位やひずみ
に着目し，その傾向を把握から式(3-9)における動的影響係数 K，とう道の埋設深さによる低減係




データの 2 波を用いる． 
図 3.6(a)に神戸ポートアイランド観測波の入力加速度波形を，図 3.6(b)に東京湾北部地震波の










速度 700m/s 相当の工学的基盤面で評価されたものであることから，成層地盤における 1 次元の
等価線形解析により，せん断弾性波速度 350m/s 相当の耐震設計上の基盤面の波形を求め，公開
されている EW 成分と NS 成分を解析対象方向に波形合成した波形を入力地震波としている．
J-SHIS 地震ハザードステーション 6）に示される深部地盤においては，せん断弾性波速度 700m/s
の下面深さは 400m 程度，せん断弾性波速度 350m/s の下面深さは 60m 程度とされている． 
なお，波形データの時間間隔は，いずれも 0.01 秒である．  




クトルは，兵庫県南部地震以降の 1997 年に改訂され，2009 年の改定後，現在に至っており，神
戸ポートアイランド観測波も概ね包含したものである．また，東京湾北部波においては，兵庫 






図 3.6 解析に用いた入力地震波 
 
 



































































 (3) 2 次元 FEM 地震応答解析の傾向分析結果 
2 次元 FEM 地震応答解析結果として，水平方向の最大変位と水平方向の最大ひずみの分布を
入力地震波ごとに示す．図 3.8 に神戸ポートランド観測波を入力した結果を示し，図 3.9 に東京
湾北部地震波を入力したサンプル結果を示す．図番号に示すアルファベットは抜き出した区間を
表し，(a)虎ノ門～銀座 No.1 から No.2 (b)虎ノ門～銀座 No.4 から No.5 (c)虎ノ門～銀座 No.7 か













なお，2 次元 FEM 地震応答解析結果から，水平方向ひずみの最大値は，神戸ポートアイラン
ド観測波における虎ノ門～銀座 No.4 から No.5 間での最大ひずみは 0.24%であり，周波数領域
での 2 次元の等価線形解析による傾向分析を行っても問題ないと考える． 
地震動による地盤の応答変位の傾向を，地盤の硬軟を表す固有周期 TGに着目して相関性があ
るか分析をする．また，固有周期との関連するパラメータである応答速度，応答加速度との相関
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座間における地震時の固有周期 TGと地表面の最大変位（区間平均，区間最大）および耐震計算
上の基盤面の深さ（茶色線）を図 3.12 に示す． 
次に，地震動による地盤のひずみの傾向を，基盤面変化の程度を表す2地点間の固有周期差ΔTG
に着目して分析する．固有周期差を求める 2 地点間の距離は，100m 間隔とする．また，固有周
期差と相対変位との相関性についても分析する．図 3.13 に神戸ポートランド観測波を入力した
結果を示し，図 3.14 に東京湾北部地震波を入力した結果を示す． 
いずれの区間，いずれの地震動においても，固有周期差 ΔTG が大きなところで，最大相対変




なお，2 地点間の距離を 100m と設定した根拠は，立坑並びにシールドとう道建設の際に，NTT





および耐震計算上の基盤面の深さ（茶色線）の関係を図 3.15 に示す． 
さらに，この傾向現象を変位の問題として扱うことができるか，2 次元 FEM 地震応答解析の
結果から地盤の水平方向ひずみと相対変位について相関関係を確認した．図 3.16 に最大相対変




位と最大応答速度×固有周期の関係，応答変位と最大加速度×固有周期の 2 乗の関係を図 3.17
に示す．また，図中の固有周期は，レベル 2 地震時の剛性低下を考慮した収束剛性による．神戸
ポートアイランド観測波の結果では，変位と速度との重相関係数 R2は 0.78，変位と加速度との









図 3.8(a) 神戸ポートアイランド観測波(No.1 から No.2) 
 




図 3.8(b) 神戸ポートアイランド観測波(No.4 から No.5) 
 




図 3.8(c) 神戸ポートアイランド観測波(No.7 から No.8) 
 




図 3.8(d) 神戸ポートアイランド観測波(No.4 から No.6) 




図 3.8(e) 神戸ポートアイランド観測波(No.9 から No.11) 
 




図 3.8(f) 神戸ポートアイランド観測波(No.15 から No.17) 




図 3.9(a) 東京湾北部地震波(No.1 から No.2) 
 




図 3.9(b) 東京湾北部地震波(No.4 から No.5) 
 




図 3.9(c) 東京湾北部地震波(No.7 から No.8) 
 




図 3.9(d) 東京湾北部地震波(No.4 から No.6) 
 




図 3.9(e) 東京湾北部地震波(No.9 から No.11) 




図 3.9(f) 東京湾北部地震波(No.15 から No.17) 





図 3.10 神戸ポートアイランド観測波（最大変位，最大速度，最大加速度，固有周期） 
 




図 3.11 東京湾北部地震波（最大変位，最大速度，最大加速度，固有周期） 
 
 
















図 3.13 神戸ポートアイランド観測波（最大相対変位，最大水平方向ひずみ，固有周期差） 
 





図 3.14 東京湾北部地震波（最大相対変位，最大水平方向ひずみ，固有周期差） 
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(a)神戸ポートアイランド観測波     (b)東京湾北部波 
図 3.16 水平方向の相対変位とひずみとの関係 
 
図 3.17 地表面応答変位と応答速度，応答加速度の関係（神戸ポートアイランド観測波） 
 
 
(a)神戸ポートアイランド観測波              (b)東京湾北部地震波 

























































東京湾北部(昨年度) y = 1.0599x
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3.1.3 地盤の相対変位式における諸数値の設定  
 
(1) 動的影響係数 K 
動的影響係数 K を設定するために，地表面の相対変位 Δu と V・ΔTG（応答速度×固有周期差）
の関係を図 3.18 に整理した．これらのプロットは FEM メッシュの 100m 毎の地表面の値を抽出
したものであるため，とう道の埋設深さによる低減係数は f(z/H) = 1.0 とした． 
解析結果のプロットに対して原点を通る回帰直線を引くと，その傾きは神戸ポートアイランド
波および東京湾北部波とも K/π = 0.31 となった．一方，同図中の赤線で囲んだ範囲は，地盤急変
部であり，動的解析では１自由度の定常振動の式より大きくなる場合があることが分かる．これ





(2) とう道の埋設深さ低減係数 f(z/H) 
とう道の埋設深さ低減係数 f(z/H)を設定するために，地盤の水平方向最大ひずみと z/H（基盤
面からとう道中心まので高さ／表層地盤厚）の関係を整理した． 
 図 3.19 は FEM メッシュの 100m 毎の最大水平ひずみの深さ方向の分布を，固有周期差 ΔTGが
0.1 秒以上の地点について整理したもので，横軸は水平方向ひずみを地表面の水平方向ひずみで
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0.1≦ΔTG＜0.2 (sec)         0.2≦ΔTG＜0.3 (sec)          ΔTG≧0. 3 (sec) 
(a) 神戸ポートアイランド観測波 
 
0.1≦ΔTG＜0.2 (sec)         0.2≦ΔTG＜0.3 (sec)          ΔTG≧0. 3 (sec) 
(b)東京湾北部波 
 



















































































































水平方向の最大ひずみ（z/H) /地表面最大ひずみ 水平方向の最大ひずみ（z/H) /地表面最大ひずみ 水平方向の最大ひずみ（z/H) /地表面最大ひずみ
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(3) レベル 2地震動による地表面応答速度 V 
 図 3.6 に示す入力地震波の速度応答特性を確認する．前述したとおり，図 3.7 に水道施設耐震
工法指針・解説 7）に示される設計用速度応答スペクトル（レベル 2 地震動，上限値 100cm/s）と




設耐震工法指針・解説 7）の設計用速度応答スペクトル（レベル 2 地震動，上限値 100cm/s）を採
用する． 
 
図 3.7 速度応答スペクトル（再掲） 
 
(4) レベル 2地震動による地盤の剛性低下の影響 
N 値により変換されるせん断弾性波速度 Vs は微小ひずみ時の値であるため，それより計算さ
れる地盤の固有周期TGはレベル2地震時の地盤せん断剛性のひずみ依存性を考慮できていない．
地震時の地盤ひずみレベルによる剛性低下を考慮した表層地盤の固有周期 TG’ は，水道施設耐
震工法指針・解説 7） では式(3-18)のとおり示されている． 
 
レベル 1 地震動：TG’  = 1.25TG 




したものとして設定する必要がある．2 次元 FEM 地震応答解析からも，神戸ポートアイランド
観測波を入力した場合の固有周期は初期剛性の 1.9 倍程度に長周期化しており，東京湾北部波を
入力した場合の固有周期は 2.1 倍程度に長周期化していることが分かった． 
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 レベル 2 地震時の地盤の長周期化は水道施設耐震工法指針と同程度となることが確認できた









図を示す．図 3.21 に軸力 N が作用する場合の立坑際のすべりモデルを示す． 
立坑部は変位が小さいときには弾性的に挙動すると仮定し，ばね定数 β のばね境界とし Δ0以




































境界条件は x＝0 でばね境界条件，x＝L で軸変位と軸力が連続する条件とする．微分方程式を
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となる．この式は x＝0 を自由境界とした軸変位から一定値を差し引いた変位量となっている． 
トンネル軸方向の地盤ばね定数 W は，以下の式(3-24)により求める． 
 





して 19kN/m3 とする． 
 
地盤変位         Δu 
0 0            Ｌ  










N0 = π・D・t・τf                 (3-25) 
 
とする時，とう道軸方向の圧縮ひずみ ε0は，とう道外径を D，立坑壁厚を t，コンクリートのせ
ん断抵抗力を τf，とう道の軸圧縮剛性を EA とすると，次式(3-26)で計算される． 
 
EA
Dt f 0                           (3-26)  
 
トンネル標準示方書 シールド工法・同解説 8）によると，せん断強度に達する場合，コンクリ
ートの許容せん断応力度 σck = 18N/mm2 のとき τf = 0.82N/mm2となる．また，立坑と後打ちした
コンクリートの付着が切れる場合，コンクリートの許容付着応力度 σck = 18N/mm2 のとき τf = 
0.84N/mm2となる．よって，せん断抵抗力の小さい τf  = 0.82N/mm2を採用することとする． 
NTT におけるシールドとう道には，外径に応じて 0 号 (2750mm) から 5 号 (5700mm) を標準
としており，セグメントも号数毎に規格化されている．各号毎に算出すると 2 号シールドとう道
で最小値となることが分かった．立坑の壁厚が薄いほど，すべり出しの軸ひずみ ε0 が小さくな
ることから，2 号とう道の外径 3.55m，立坑壁厚 1m として算定すると，とう道のすべり開始軸

































周期 TG と固有周期差 ΔTG によるシールドとう道突き出し対策の要否判定チャートを用い
て対策の要否を判定する．なお，固有周期の算出は，道路橋示方書に示されている次式を
用いる． 

























図 3.23 は，とう道深さ低減係数 f(z/H) = 1.0（z/H≧0.3；地表面に近く比較的浅い範囲）の要否
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れ固有周期 TG1および TG2を道路橋示方書で示された方法で算出する． 
2) レベル 2 地震時の剛性劣化を考慮した固有周期 TG’をそれぞれ算出する． 
3) 固有周期差 ΔTGを TG1’と TG2’の差から算出する． 
4) レベル 2 地震時の剛性劣化を考慮した立坑口の固有周期 TG1’と固有周期差 ΔTGを，図 3.23，
図 3.24 の要否判定チャートにプロットすることで，対策の要否判定を行う． 
 活用例として，東京立川方面から東京辰巳方面に実在するシールドとう道立坑接続部における
試算例を表 3.3 に，図 3.25 に要否判定チャートへのプロット例を示す．A から F は，シールド立
坑接続部の名称を表わしている． 
 
表 3.3 実在するシールドとう道立坑接続部における試算例 
 
 
図 3.25 要否判定チャートへのプロット例 
 
Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ
TG (sec) － － 1.0 1.1 1.41 1.96
ΔTG (sec) － － 0.12 0.004 0.36 0.24
基盤深度(m) 3.1 28.0 23.2 25.0 35.6 22.1
とう道深度（ｍ） 29.8 40.3 21.6 6.7 13.3 15.2













































そ固有周期 0.2 から 2 秒のⅡ種，Ⅲ種地盤を対象としている．兵庫県南部地震，東北地方太平洋
沖地震での実被災状況にて検証したところ，被災事例を反映できていることが確認できた． 




手法は，各種耐震設計指針等の考え方や諸数値を活用するとともに，2 次元 FEM 地震応答解析
により得られた知見から諸数値の設定を行っている． 
個々の設備に対し，高度で高価な 2 次元 FEM 地震応答解析等を実施することは現実的でなく，
軟弱地盤や地盤急変部の影響を加味した簡易判定手法は，スクリーニングとしても実用的と考え
る．ただし，簡易判定手法は，2 次元 FEM 地震応答解析を不要とするものではない．複雑な地













3) 日本道路協会：道路橋示方書・同解説，Ⅴ耐震設計編，2012．  
4) 安田進，渡部博一：電子地盤図を用いた東京中心部の地震時の揺れに関する検討，第 13 回日
本地震工学シンポジウム，pp.2019-2026，2010． 
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写真 4.1 地震による継手損傷 
 
写真 4.2 地盤変状による被害 
 
 
図 2.16 パターン 2：地震動による繰り返し衝突に伴う被災メカニズム（再掲） 
 
 
図 2.17 パターン 3：管路区間での不等沈下に伴う引張，屈曲による被災メカニズム（再掲） 
 
 
図 2.18 パターン 4：防コン区間内でのせん断作用による破断，損失増加による被災メカニズム（再掲） 
 






















目的で，山崎ら 6)が開発した PIT-78(Pipe Insertion Type)と呼ばれるタイプであり，本研究では，
このタイプをケーブル収容管用ライニング管として扱う．ケーブルを収容した状態で管路を再生
する技術はこれまでになく，特許第 5620218 号に登録されている．ケーブル収容用ライニング管
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表 4.1 管材特性（文献 1)表-1 に加筆） 
分類 項目 単位 ライニング管 ねじ継手鋼管 
寸法 
外径 mm 78.0 89.1 
肉厚 mm 5.9 4.2 





 2,307 205,940 
塑性後の弾性係数 N/mm
2
 23 2,059 
引張強度 N/mm
2
 44 350 
塑性開始ひずみ % 1.91 0.17 
ポアソン比 - 0.35 0.3 
 
表 4.2 ばね特性 1) 
 S (N/mm3) S’ (N/mm3) δｓ (mm) 
鋼管と地盤 5.8×10-3 0.5×10-3 5.0 
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写真 4.3 継手引張試験 1) 
 
写真 4.4 継手圧縮試験 1) 
 
 















イニング管継手の引張，圧縮試験実験状況は，写真 4.3，写真 4.4 のとおりである．なお，引張用
試験体は，継手を挟むライニング管本体部にピンを貫通させ250kN万能試験機に固定した上で，
各試験の試験体は 3 体としている． 
文献 1)を分析し，鋼管における継手 3 種類の継手特性を図 4.6(a)から(c)に示し，鋼管における
継手 3 種類の継手特性とライニング管の継手特性について分析を加える．  
鋼管のねじ継手における引張特性は，引き抜き量 0.17mm，荷重 150kN まで比例し，ねじが緩
みはじめ引き抜き量 1.1mm，荷重 201kN に達し離脱するモデルとなる．圧縮特性は，押し込み
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図 4.7 ライニング管継手の特性 
 
鋼管旧伸縮継手における引張特性は，引き抜き量 1.41mm，荷重 2.8kN までほぼ比例し，旧伸
縮継手が動きだし，引き抜き量 85mm，荷重 2.9kN で限界に達するモデルとなる．圧縮特性は，
押し込み量 25mm，最大荷重 2.8kN まで比例関係し，押し込み量 26mm，荷重 201kN で限界に達
するモデルとなる．  




大荷重を用いて，引き抜き量の変位 13.7mm，荷重 0.41kN まで比例関係し，その後は離脱する

































































図 4.8 入力地震波動パターン（P1 から P4） 
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写真 4.5 マンホール内でのライニング管把持状況（文献 1)写真 5 に加筆） 
 
表 4.3 評価基準値（文献 1)表-3 に加筆） 
 継手伸縮量(mm) 管体ひずみ 
(%)  圧縮 引張 
鋼
管 
ねじ継手 2.1 1.1 
0.17 旧伸縮継手 26.0 85.0 
ダクトソケット 1.0 1.0 

















準値を表 4.3 に示す．継手の評価基準値は，図 4.6，4.7 の特性に示す伸縮量と表 4.1 に示す塑性開
始ひずみで設定している． 








図 4.10 入力地震波動 P1 の解析結果 
 
 




図 4.11 入力地震波動 P2 の解析結果 
 




図 4.12 入力地震波動 P3 の解析結果 
 




図 4.13 入力地震波動 P4 の解析結果 
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表 4.4 解析による限界値に達する地盤ひずみ(%) 
ねじ継手鋼管 ライニング管 
入力波動 P1 P2 P3 P4 入力波動 P1 P2 P3 P4 
管体 - - - - 管体 - - - - 
ダクトソケット - 0.4 - 0.4 
ライニング管
継手 
- - - - 旧伸縮継手 - 0.6 - 0.6 
ねじ継手 0.8 - 0.6 - 
 
表 4.5 解析による最大応答値（文献 1)表-4 に加筆） 
 継手伸縮量(mm) 管体ひずみ(%) 





















































図 4.14 の状態のとき，次式(4-2)の力の釣り合いより必要付着長 LPが決まる． 
 




ここに， EL：ライニング管の弾性係数 2,307 N/mm2，AL：ライニング管の断面積 1,336 mm2，εL：
ライニング管の軸ひずみ，2⊿L ：鋼管の目開き量，LP：付着長，DL：ライニング管の外径 78 mm，










イニング管の各種特性は 4.2 項の挙動解析と同様としている．解析条件は文献 1)によれば表 4.6








































表 4.6 検証実験モデルにおける解析条件（文献 1)表-6 に加筆） 
 検証実験における解析条件 4.2 節における解析条件 
外力 
端部強制変位 
地盤ひずみ 1%での継手伸縮量(表 4.5) 
粗密波（波長：99m，地盤ひずみ 1%） 





























反力フレーム MH MH 





図 4.15 検証実験方法（上から，計測状況，ねじ継手の圧縮，引張，旧伸縮継手の圧縮，引張） 
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写真 4.6 検証実験状況（左：ねじ継手圧縮，右：ねじ継手引張） 
 







圧縮 27 2,860 
引張 75 4,290 
旧伸縮継手 
圧縮 27 2,860 
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圧縮 27 圧縮破壊 損傷なし 
引張 75 継手離脱 損傷なし 
旧伸縮継手 
圧縮 27 圧縮破壊 損傷なし 
引張 158 継手離脱 損傷なし 
 






























図 4.16 実験結果の状況 























































































実験再現 引張1 引張2 引張3


















































実験再現 引張1 引張2 引張3
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写真4.7 実際の地震による管路の被災状況 




図4.22  繰り返し衝突の評価モデル（左：屈曲0°，右：屈曲4°） 
 
   












も試験機の最大速度である 500mm/min とした． 
 
(2) 繰り返し衝突に関する評価結果と考察 
屈曲角 0°の時，ライニング管がない場合は，図 4.23 に示すように，衝突時の軸ずれにより鋼















ねじ継手破断状況 ケーブル損傷状況 ねじ継手破壊断面 
   
図 4.23 屈曲角 0°ライニング管なし 
 
ねじ継手破断状況 光ケーブル収容空間 
   
図 4.24 屈曲角 0°ライニング管あり 
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ねじ継手破断状況 ケーブル損傷状況 ねじ継手破壊断面 
  
図 4.25 屈曲角 4°ライニング管なし 
 
ねじ継手破断状況 光ケーブル収容空間 
   












することがある．地盤変状による管路の実被災状況を写真 4.9 に示す．なお，防護コンクリート 
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 写真4.9 実際の地盤変状による管路被災 
 







工指針 17)により盛土道路における供用後の残留沈下量を 10 から 30cm 以内になるよう規定して
いることから，30cm の不等沈下に対応することとし，地盤沈下で 5mm，地震による伸縮で 40mm，
温度伸縮で 30mm，施工誤差等で 30mm を見込み，引き抜き量 105mm としている． 







に実績のある ERAUL2007 を用いた．防護コンクリート部の長さを 5.5m とし，5.5m のねじ継手
鋼管 3本が接続されたモデルとした．1983年に離脱防止が導入される以前の管路設計に基づく，
代表的な旧規格管路の設備形態である．左端のボックスカルバート端部は沈下しないため固定点




における通信管路の挙動解析の値を用い，表 4.10 に示すようにバイリニア形の地盤ばね特性と 
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図 4.27 不等沈下に伴うねじ継手の挙動解析モデル 
 
 
図 4.28 ねじ継手の特性 
 
表 4.9 部材特性 
 
 
表 4.10 地盤ばね 
 
 5.5ｍ 5.5ｍ 5.5ｍ
0.6ｍ
L＝5.5ｍ固定点
0.1ｍ 0.6ｍ 0.6ｍ 0.6ｍ
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図 4.29 不等沈下に伴う離脱防止継手の挙動解析モデル 
 
 
図 4.30 離脱防止継手の特性 
 




図 4.31 ライニング管継手の特性 
 5.5ｍ 5.5ｍ 5.5ｍ
0.6ｍ
L＝5.5ｍ固定点
0.1ｍ 0.6ｍ 0.6ｍ 0.6ｍ





























































沈下量 10ｃｍ 沈下量 20ｃｍ 沈下量 30ｃｍ 
回転量 伸縮量 回転量 伸縮量 回転量 伸縮量 
(Deg) (mm) (Deg) (mm) (Deg) (mm) 
ねじ継手 -0.14 0.01 0.73 0.02 1.70 0.02 
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した．すべり限界値までの地盤ばねを K，すべり限界以降の地盤ばねを K’とする．ねじ継手の
特性は，図 4.28 に示すように実験から得られた非線形特性を用いた． 
表 4.11 に不等沈下に伴う挙動解析結果を示す．不等沈下に伴うねじ継手の挙動解析から，伸縮
量は 0.02mm と許容値 0.17mm を下回るものの，回転量については，沈下量が 20cm を越えた時




クラスの変形を求める．不等沈下に伴う離脱防止継手の挙動解析モデルを図 4.29 に示す．図 4.27
に示したねじ継手の解析と同様に，防護コンクリート部の長さを 5.5m とし，防護コンクリート
右端部の継手を離脱防止継手とした．各部材の要素長は 0.1m で分割した．断面形状，部材の特
性および地盤ばね特性もねじ継手と同様に，表 4.9，表 4.10 の値を使用した．離脱防止継手の特
性は，図 4.30 に示すように実験から得られた非線形特性を使用した．設計上の引き抜き量は
105mm であるが，実験で得られた結果から引き抜き量の許容値は 95mm とする． 
 不等沈下に伴う離脱防止継手の挙動解析結果を表 4.11 に示す．沈下量 30cm の場合において，




 図 4.31 に示したライニング管継手の特性から，離脱防止継手の伸縮量 8mm に対しライニング
管継手は 13.7mm と上回り，離脱防止継手の回転量 1.7°に対しライニング管継手は 9.6°と上回る
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い，継手部に異常がないか確認した．実験状況を写真 4.10 に示す．  
検証結果を表 4.12 に示す．7cm から最大 20cm まで引張り，0°から 2.5°間隔で最大 15°まで曲
げた．これらの引張及び曲げ角度の数値は，2 項で述べたライニング管継手の特性より，引張に

















































方向に約 15cm 沈下している．鋼管の内径は 80.7mm，外径は 89.1mm であり，約 15cm の沈下は，
管路直径の約 2 倍の沈下に相当する．管路に収容されている光ケーブルは，ボックスカルバート
上に位置し続ける管路と損傷後沈下する管路に挟まれるように上載荷重相当のせん断力が加わ 




図4.32 (a)  光ケーブル破断状況（縦断方向） 
 
 
図4.32 (b)  光ケーブル破断状況（横断方向） 
 
      
図4.33 片端持上荷重モデル         図4.34 上載荷重モデル（管路鉛直方向断面） 
 























γ1：アスファルト単位体積重量 22.5 kN/m3 
γ2：防護コンクリート単位体積重量 23.0 kN/m3 












- 143 - 
 
 
     




























- 144 - 
 























































- 145 - 
 
      
  (a)ケース 1（左：空間限界荷重 中：破断荷重 右：破断状況） 
     
 (b)ケース 2（左：空間限界荷重 中：破断荷重 右：破断状況） 
        
 (c)ケース 3（左：空間限界荷重 中：破断荷重 右：破断状況） 
図 4.37 せん断作用実験結果 
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表 4.14 光ケーブルの損傷要因と既設設備への対策 






































































































































































17) 公益社団法人日本道路協会：道路土工－軟弱地盤対策工指針，第 4 章 軟弱地盤対策，2012． 
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2) シールドとう道においては，1995 年の兵庫県南部地震時にシールドとう道が最大 2cm 立坑側
に突き出す現象が確認されたため，2002 年に可とう性ゴムジョイント（E ジョイント）が導























4) 管路設備の被災率は，計測震度が 6 弱から 6 強へ大きくなるほど，また，計測震度増分が 0.8
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ング管の光ケーブル防護機能を確認した． 
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付録(1)  2 次元 FEM 地震応答解析に用いた地盤モデル 
 
 3.1.2 (1) 2 次元 FEM 地震応答解析のモデルに使用するボーリング柱状図の N 値を付図 1-1，
付図 1-2 に示す．さらに，解析に使用した各ボーリングデータの深さ方向における土層区分，層
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付図 1-4 地盤モデル（銀座～辰巳 その 1） 





































付図 1-5 地盤モデル（銀座～辰巳 その 2） 





































付図 1-6 地盤モデル（銀座～辰巳 その 3） 
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付録(2)  ケーブル収容管用ライニング管（PIT-78）の性能特性 
 
光サービスの拡充に伴い，光ケーブルとメタルケーブルの重畳期を迎え，管路設備が逼迫し
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付図 2-1 ケーブルと基盤設備量の関係 
 
 
付図 2-2 多条布設予定管の診断結果 
 















る．付図 2-3 に扁平強さ試験方法を示す． 
・試験速度  ： 10mm/min 
・試験温度  ： 23℃ 
・状態調節  ： 試験片は，23℃±2℃で 60 分間以上状態調節を行う． 
・載荷位置  ： 嵌合部を上・横・下・斜め（上）の 4 方向に設置する． 
・扁平量            ： 外径の 2%まで扁平させる． 
 
 


































  No.1 72.94  1.46  259.44  4.99  
1.6 
No.2 72.98  1.46  284.92  5.43  
2 
  
No.1 72.95  1.46  256.90  5.02  
No.2 72.98  1.46  242.95  4.66  
3 
  No.1 72.01  1.44  437.94  8.43  
No.2 72.30  1.45  413.03  8.11  
4  
No.1 72.46  1.45  635.20  12.19  
No.2 72.34  1.45  397.05  7.71  
 
 
付表 2-3 光ケーブル収容スペースの内径寸法（試験前，２%扁平時） 
 No 























No.1 28.20  27.97  0.82  28.16 27.90 0.92 36.14 35.45  1.91  
No.2 28.20  27.88  1.13  28.18 27.93 0.89 36.14 35.44  1.94  
2 
No.1 28.22  27.98  0.85  28.19 27.89 1.06 36.16 35.46  1.94  
No.2 28.22  27.89  1.17  28.18 27.93 0.89 36.13 35.44  1.91  
3 
No.1 28.09  27.92  0.61  28.05 27.67 1.35 34.68 34.12  1.61  
No.2 28.10  27.93  0.60  28.09 27.69 1.42 34.68 34.23  1.30  
4 
No.1 28.13  27.45  2.42  28.16 27.69 1.67 35.48 34.94  1.52  
No.2 28.10  27.37  2.60  28.16 27.83 1.17 35.48 35.05  1.21  
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付図 2-5 摩擦係数試験 
 
付表 2-4 摩擦係数の試験結果 
回数 動き出し推力(N) 静止摩擦係数 
1 146.15 0.20 
2 146.15 0.20 
3 134.91 0.18 
4 138.66 0.19 
5 134.91 0.18 
6 134.91 0.18 
7 134.91 0.18 
8 142.40 0.19 
9 142.40 0.19 
10 142.40 0.19 
Ave 139.78 0.19 










算出する．規格値 0.5 に対し過不足を確認する． 
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 (2) 試験結果 












水性能を担保することとした．このことは， 4.長期止水性の評価に示す．  
試験方法は，2 本以上接続した供試体の接続部を曲率半径 2.5m 相当に屈曲させた状態で








付写 2-1 水密性試験状況 






価を行うこととし，外水圧 0.1MPa を 3 分間加えライニング管内に水が浸入しないことを確認
する工程を 1 サイクルとし，長期（50 年後相当）の評価を行う．長期の考え方は，年間を通し
雨季と乾季による地下水位の変動が 1 サイクルに相当するとし， 50 回の乾湿繰返しによる耐
久性試験を行う．  
実験を行うにあたり，乾燥時に用いる恒温槽実験装置の設定を以下の条件により実施した． 
外気温の最高が約 40 数度であることから，危険側の値を採用し直近の 50℃で設定し，乾燥の
サイクルを早めるため，湿度 30%の低い値で設定する．超吸水性繊維止水材を含水飽和状態と
し，1 サイクル 2 時間で乾湿を繰り返す．サンプル数 N=4（No1～No3：ランシール目付量 170g/m2  
No4：ランシール目付量 220g/m2）とする． 
試験体の全体，継手部材への止水材貼り付け位置を付写 2-2 に示す． 
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 (2) 実験結果 
試験体 No1～No4 を 2 時間おきに順次，乾燥～湿潤を繰返し，100 時間まで都合 50 回のサイ
クルで長期試験を行った．実験結果を付図 2-6 に示す．以下のグラフに示すように，ほぼ安定
した性能を有することを確認できた．No3 試験体のみ，100 時間目での外水圧が 0.08MPa と若






付図 2-6 長期水密性の試験結果 
 
 












付図 2-7 管軸方向圧縮強度試験 
 
 
付図 2-8 管軸方向圧縮強度試験における曲がり方向の５パターン 
 
 曲管の曲がり方向に対しライニング材 5 方向に対し，屈曲が発生するようを行う．付図 2-8 
管軸方向圧縮強度試験における曲がり方向の 5 パターンを示す． 
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り確認した．圧縮試験状況を付写 2-3 に示す． 
試験結果を付図 2-9 に示す．材料端部の圧縮応力に対する限界値はパターン⑤で計測した最
小値 4,500N を採用することとした．なお，施工時の最大推進力は，安全率 1.5 倍を見込んで，
3,000N 以下と整理する．  
 
 
付写 2-3 圧縮試験状況 
 
 
付図 2-9 曲管での軸方向圧縮試験結果 
 
 










 (2) 試験結果 




ング管継手から本体部が抜け出す状況を付図 2-11 に示す． 
 
 
付図 2-10 軸方向引張強度 
 
 











推進力算出の考え方を付図 2-12 に示す．  
 
 


















験環境の 4 パターンを付図 2-13 に示す．なお，引戻し形態については，2 つの φ28 孔が曲線区
間の内側と外側に位置するため各々の評価を行うこととし，合計 6 つの計測パターンとした．
管路全長は 150m（直線区間：147.4m，曲線区間：2.6m）， 曲率半径は 2.5m で交角 60°とする． 
 
 




























直線における施工可能な範囲を付図 2-14 に示す．推進のみで考慮すると 371m の施工が可能
である．ただし，不測の事態に備えひき戻しを考慮すると 363m の施工が可能であると言える． 
 
 
付図 2-14 直線における施工可能な範囲 
 
 
付図 2-15 曲線における施工可能な範囲 







考慮すると 237m の施工が可能であると言える． 
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